ほぼ週刊コラム　「Partnership論」　その１０６
シリーズ：『米国Partnership税制勉強会』の振り返りと準備
今週は、第二回勉強会の準備（１）

CorporateとPartnershipの相違点一覧表から、法的行為能力（capacity）
2014.08.13　rev.1　齋藤旬

　今週から、第二回勉強会の準備として、相違点一覧表の項目を説明していく。
1 法的行為能力（capacity）
法律上の人（legal
 person） --- それは自然人（natural person）と法的な人
（juridical person）から構成される --- の「法的行為能力（capacity）」とは、例えば、結婚（または合併）、契約締結、贈与、有効な意思表示などに関する自身のrights（権利）、duties、obligations
の修正を、拘束力をもって（binding）決定する能力のこと。
（出典：en.wikipediaのcapacity、legal person、の解説記事）

corporateが持つ法的行為能力とpartnershipが持つ法的行為能力を説明する前に、日本語の「法人」という言葉の意味を整理しておく。
コラム５４に書いたが、日本語の「法人」という言葉はcorporateを意味するときとjuridical personを意味するときがあって、所謂、double meaningになっている。混乱の元となっている。混乱の一例は、英語「unincorporated juridical person」を和訳しようとすると「法人化されていない法人」と意味不明となってしまうようなことだ。そう、英語ではcorporateはjuridical personの一種類だが、その全てではない。即ち、corporateではないjuridical person、例えばpartnership、が存在する。corporate = juridical personではない。
従って、私は「法人」という言葉を、単独では決して使わない。例えばlegal personは「法律上の人」と、juridical personは「法的な人」と、そしてcorporateはcorporateと英語のままとし、決して「法人」を当てはめない。また、かといって「法人」と何かを組み合わせた言葉なら全て使うかというと、そうでもない。例えば、「法人税」はcorporate taxを意味することが明確だから私も使う。しかし、「法人格」という言葉を私は決して使わない。何故なら、法人格の元の英語はcorporate capacityだと思うが、日本語「法人格」は、corporate capacityを意味するのかcapacity of juridical personを意味するのか分からなくなってしまうからだ。
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corporate capacityとcapacity of juridical personの違いは、会計に関して現れる。corporateは発生主義会計が強行法規定になっている。従って、corporate capacityは、solvency margin（資産－負債）相当額による返済責任（liability）を負う能力を含む。他方、juridical personは、その会計手法について強行法規定が何か特段に定められているというくくりで言い表す用語ではない。従ってcapacity of juridical personには、返済責任について何か特段の能力は含まれない。
日本語「法人格」は恐らく、その返済責任能力に関して発生主義会計上の「資産－負債」の金額を期待できる、という意味を含んでしまっている。つまり通常、用語「法人格」は、corporate capacityを意味するものとして使われている。しかしこんな暗黙の了解は、corporate全盛時代の二十世紀中葉ならまだしも、『Private Company Law Reform』が進行し、新たなタイプの返済責任能力を有した新たなpartnershipが登場した二十一世紀の世界では、決して通用しない。「法人格」という日本語はキッパリ捨てるべきだと私は思う。
「法的な人」「人工的な人」が持つ法的行為能力は、十把一絡げでなく個別に言い表そう。欧米の文献を見ていると、「所有」「契約締結」「裁判に訴える、または、裁判で訴えられる」「会計」という四つのlegal action(法的行為)についての能力を、corporateやpartnershipの様なjuridical person（またはartificial person）に関して、個別に言い表している。
この場合capacityという言葉は使わない。例えば所有という法的行為能力に関して、capacity of ownershipやownership capacityという言い方はしない。Googleで検索しても全くヒットしない。
その代わり、entity of ownershipという言い方をする。「所有権主体」という和訳が適しているだろうと思い齋藤は使っている。
順に、entity of ownership、entity of contract、entity of court accessibility、entity of accountingであり、和訳は「所有権主体」「契約主体」「裁判主体」「会計主体」ということにしている。
前三つの法的行為能力に関して、corporateとpartnershipとを比較して違いはない。三つの能力とも同様に持っている。それに反して日本では、民法上の組合が組合名義で銀行口座を開設できないことになっている。民法上の組合は法人格が無いから所有権を持てない、というわけだ。しかし、米国のpartnershipではそんなことはない。partnership名義で銀行口座を開設できる。partnershipが特許権の所有者となることが出来る。

他の二つの法的能力に関してもpartnershipはcorporateと全く同等だ。例えば、従業員との雇用契約は、partnershipが契約者となって締結する。例えば、partnershipの活動が第三者に被害を与えてしまい、裁判に訴えられれば、そのpartnershipが、法律上の人（legal person）ないし法的な人（juridical person）として法廷に立つ。
accounting（会計）の法的行為能力に関してだけ、corporateとpartnershipで違う。会計に関しては、corporateはentity（主体）であるが、partnershipはentity（主体）ではなくaggregate（個人達の塊（かたまり））である、という言い方をする。
aggregateという言葉の持つ語感は決して良いものではないかもしれない。まるで烏合（うごう）の衆の様な印象を与えるかもしれない。規律もなく統一もない集団の様に聞こえるかもしれない。しかし、実際は全く違う。non-arm’s lengthな関係性という、日本人にはとても分かりにくい関係性で結びついた集団だ。

そしてこのnon-arm’s lengthな関係性を持つ人々の集団であることが、様々なメリットを生み出す。pass through課税であるとか、会計自由であるとか、様々なメリットを生み出す。
partnershipは、ただのaggregateではない。non-arm’s lengthな関係性を持つ人々のaggregateなのだ。

コラム１７に、non-arm’s lengthな関係性とは何か、説明した。コラム１７『PartnershipあるいはSolidarityという協業形態は日本には存在し得ない。なぜならば…』だ。

Partnership税制の初学者にとって、恐らくここが最初の難所、胸突き八丁だ。皆さんには、予習・復習をシッカリして頂きたい。

キーとなる図を下に、予告編的に示す。


[image: image1]
赤字で示した「協業ルールは合理的ルールとは限らない」というところがミソだ。
･･･とここまで説明したところで、会社のお盆休みに入るタイミングになった。
今週は以上。来週からは相違点一覧表の項目２以降を説明していく。来週も乞うご期待。
� legalはlex（国家等の権威者が権威付けした法律）を意味し、juridicalはius（人々が自然に形成する法）を意味している。


� 法的な人（juridical person）は、人工的な人（artificial person）とも言う。


� dutyとobligationの使い分けは、世俗主義が主流だった二十世紀の文献では、duty：法律上の義務、obligation：契約による義務（いわゆる民法上の“債務（obligatory duty）”）というものが多かった。しかし、ポスト世俗主義が優勢となった最近の欧米文献では、dutyについては、人間と人間との間に地上世界(temporal world)の権威によって設定された義務、と解釈し、obligationについては、人間と人間との自由な契約の蓄積の中から見出された人間にとって本来的だと思われる義務、と解釈した方がスンナリと読める場合が多い。


ポスト世俗主義では、obligationはright（権利） --- 即ち、神の右（right）の座に着くに値する行為を行って良いまたは行った方が良いと神が人間に与えた許可または奨励 --- に転化するが、dutyはrightに直ちに転化しない、あるいはその本質としてrightに転化しないと考えている。詳しく言うとdutyは、justice --- 人と人との間に地上世界的に即ちtemporalに成立する正しさ --- には成り得るがrightには（直ちには）ならない、と考えている。例えば、労働の義務は労働の権利に転化すると考えられるのでobligationの範疇だが、納税の義務は納税の権利に転化すると必ずしも言えないので、dutyの範疇と言える。


　もっとも、ドイツやデンマークなど西洋の多くの国では、国家への税の他に教会への税（� HYPERLINK "http://en.wikipedia.org/wiki/Church_tax" \t "_blank" ��church tax�、� HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%95%99%E4%BC%9A%E7%A8%8E" \t "_blank" ��教会税�）が存在し、この納税は人間の権利（right） --- 即ち、神の右（right）の座に着くに値する行為を行って良いまたは行った方が良いと神が人間に与えた許可または奨励 ---であるという考え方がある。西洋に於いては、「国家への納税は権利か」について議論の余地が残るが、少なくも教会税の納税は「right、権利」だとの考え方が根強く存在する。従って教会税の納税は権利（right）であると同時にobligationであると言える。


obligationの修正を行うのは誰か。かつての世俗主義的考え方では、それは契約当事者達だった。最近のポスト世俗主義的考え方でも、勿論、個別の契約において個別に民法上の債務（obligatory duty）を契約当事者達が設定できると考える。しかし、その様な個別の契約が蓄積され、そこで設定された債務の中から、人間にとって本来的だと思われる義務、即ち、新たな権利（right）が見出されるには、人々によるdeliberation（熟議）が必要となる、とポスト世俗主義では考えている。つまり、obligation即ちrightの修正を行うことができる法的行為能力者（ラテン語で、sui iuris）は、本来は「神」だろうが、暫定協定（ラテン語で、modus vivendi）として、それに関して熟議を行う人々だとしているのだ。
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